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【研修に参加しての感想】
　今回の研修会には、県内各地から様々な職種の方が参加していた。実際に生活支援員として働いている人は、参加者のおよそ３分の１ほど。ほかの参加者は自分のような社会復帰指導員であったり、ホームヘルパーや保健師などであった。周りにいる人は年配の方が多く、正直緊張していた。しかし、研修の中で、演習方式を用い、お互いの意見を交換し合ったことで、年齢差をさほど感じなくなっていた。同じ目的を持って参加したもの同士ではあるが、考え方は本当に多種多様。その中で相手の考えを受容し、また自分の考えをどう伝えるかということを考えさせられた。私たちの行う業務の中で、相手の考えを受容し、自分の考えをわかりやすく説明することは非常に大切になってくる。今回「地域福祉権利擁護事業」について学んだほかに、互いの考えに関する相互理解の大切さに気づけたことは、今後の自分にとても役立つことになると考える。

説明：地域福祉権利擁護事業の概要と実施体制

講師：三上　茂（青森県社会福祉協議会常務理事・地域福祉権利擁護センター所長）

○制度創設の背景

平成１１年１０月１日より実施。

痴呆性高齢者で判断能力の十分でない方々は、自らの判断で適切な福祉サービスを選択したり契約を結

んだりすることができず、その結果、適切にサービス提供を受けられないことも考えられる。一人暮らしの痴呆性高齢者等が日常的な金銭管理ができない場合など、ホームヘルパーや民生委員等がやむをえず日常的金銭管理等を行っていた例もあるが、関係者とのトラブルが生じたり、周囲の誤解を招いたりすることもあった。

住み慣れた地域で安心して自立した生活を送れるように、利用者と社会福祉協議会が所定の手続きを経

たうえで、「契約」を結び、その契約に基づいて、社会福祉協議会から「生活支援員」を派遣し、福祉サービスの利用手続きの援助や代行、また福祉サービスの利用料の支払いなどを行うもの。

○事業の実施主体

①社会福祉法人　青森県社会福祉協議会

　青森県地域福祉権利擁護センター　あっぷるハート

②基幹的社会福祉協議会

県内６つの管内に分け、それぞれの管内のひとつの社会福祉協議会を「基幹的社会福祉協議会」と称し

て、業務の委託をしている。

基幹的社会福祉協議会には「専門員」の配置、利用申込者との相談、利用申込みに最適な支援計画の策定、

契約の締結、「生活支援員」の雇用と派遣等をお願いしている。

「専　門　員」・・・基幹的社会福祉協議会に１名ずつ配置

「生活支援員」・・・青森市、弘前市、八戸市に１０名、その他５市に５名、町村に１名を目安として配置し、それぞれの管内を担当する基幹的社会福祉協議会の非常勤職員として委嘱される。

○利用対象者

①知症高齢者・知的障害者・精神障害者など判断能力が十分でない人で、本人が日常生活を営むうえで

必要となる福祉サービスの利用や利用料の支払いなどについて、自己の判断で適切に行うことが困難である人。

②利用者と社会福祉協議会が締結する契約に基づきサービスが提供されるので、この事業の契約書および

支援計画の内容について判断し得る能力を有していると認められる人、または当該能力が十分でなくて

も、後見人等との間で本人に対する援助の開始に必要な契約を締結できる人。

○援助内容

①福祉サービス利用援助

・福祉サービスに関する情報提供、助言（申込み手続き同伴・代行、契約の締結）

・福祉サービス利用料の支払い

・苦情解決制度の利用援助

②日常的な金銭管理サービス

・年金、手当の受領確認

・日常的な生活費に要する預貯金の払い戻し

・公共料金、家賃、地代、税金、医療費等の支払い

③書類預かりサービス

次の書類やハンコを預けることができる。

・年金証書、預貯金通帳、権利書、契約書類、保険証書、実印や銀行印

・その他適当と認める書類

○利用料

専門員による相談や具体的な支援計画の策定に係る費用は無料。

→契約締結後、生活支援員によるサービスの提供援助にかかる費用は原則として利用者負担となる。

*生活保護受給者の方については、利用料が公費で補助されるので無料

個別払い：第１回1,000円、第２回から１回につき750円

定額払い：月額(４回まで)3,000円、第５回目から１回につき750円

※書類預かりサービスの利用により、貸金庫を使う場合は、月500円となる。

○相談窓口

身近な相談窓口として「住んでいる市町村の社会福祉協議会」

管内の基幹的社会福祉協議会に配属された「専門員」が詳しい話しを伺いに行く。

○援助の方法

援助は利用者本人と社会福祉協議会との「契約」による。

「専門員」は初期相談、利用者本人に必要な援助の特定(支援計画の作成)、本事業に必要な契約締結能力の

確認、契約締結に関する業務を行なう。

「生活支援員」は契約の締結後、専門員の指示により、契約書に定められた内容に基づいて利用者への援

助を実際に行なう。

○援助の流れ

①相談受付

・対象者もしくは代理人から本事業に対しての相談受付（各市町村社協→基幹的社協）

②初期相談

・専門員が対象者宅を訪問し、本事業の説明を行ない、対象者に利用希望を確認

③具体的調査

・本事業で提供するサービスの特定と本事業の契約締結能力の確認（契約締結ガイドライン使用）

・生活、家族、身体状況等の把握

・福祉サービス、他の支援状況の確認

・日常生活費の支払い方法の確認

※この段階で疑義が生じた場合

④関係調整

・対象者の問題点の把握、分析

・家族や福祉サービス等との関係調整

⑤契約書・支援計画書作成

・本サービスの提供内容、頻度の設定

・契約書案、支援計画案を作成、対象者へ提示

※対象者の同意が必要

⑥契約締結

・利用者と契約内容の再確認をして、契約締結

※利用者、基幹的社協、県社協の記名捺印（３者契約）

⑦援助開始

・契約書、支援計画に基づいて、生活支援員がサービス提供

・サービス実施状況の確認、利用者の状態観察

⑧支援計画の評価

・原則として契約締結から３ヶ月ごとに、支援計画を検討・評価・見直し


⑨支援計画の内容の確認

・上記⑧の結果、支援計画の内容変更が必要な場合、新たな支援計画について、利用者と協議し、契約締

結審査会での審査を経て利用者の同意の上、支援計画を変更

⑩契約の終了

・利用者本人からの解約申出、契約期間の終了等による解約

・利用者が長期入院や施設入所した場合。

・利用者が転居した場合

・利用者の判断能力が低下し、支援計画が理解できなくなった場合

〇市町村社会福祉協議会との関係

　本事業についての、期間的社会福祉協議会以外の各市町村社会福祉協議会の役割については、本事業の

住民へ周知のほか、以下のとおりである。

・潜在化している本事業へのニーズうぃ発掘し、本事業につなげること

・期間的社協が訪問相談を行う際の利用者との仲立ち

・生活支援員が行う援助への必要なサポート

・本事業の利用者として契約している当該住民について、小地域ネットワーク活動の対象者として日常的な見守り活動を行うこと

講演：「利用者の自己決定を支えるということ」

講師：葛西　久志氏（青森大学　社会学部　助教授）

○こころの病を持つ人とのかかわりから

２０年前の精神病院→　・入院治療中心の医療体制

　　　　　　　　　　　・同意入院や措置入院が多かった

　　　　　　　　　　　・「福祉」という言葉はなじみが薄かった

　　　　　　　　　　　・「福祉」＝「生活保護」という認識

　　　　　　　　　　　・自己決定権の意識は皆無に等しい

○精神病院での人とのかかわりと自己決定

・長期入院者は、施設症（ホスピタリズム）により生活障害を抱え、無為自閉的で空虚な生活を送ってい

る人が多かった。

・医療スタッフは、患者様をニックネームや「ちゃん」付けで呼ぶ。

・治療する側と治療を受ける側との上下関係が明白だったため、相手の支持に従うという依存的関係が主で、自己決定するという意識が薄かった。

・昭和６０年代になると、人権に配慮した医療や本人の自己決定に基づく入院制度ができる。


・平成５年、障害者基本法の成立で障害者の仲間に加わる。

・平成７年、障害者手帳の創設、社会復帰施設の法定化、ホームヘルプサービス等の実施要綱が示された。

・福祉施策の充実が進められると同時に全人間的復権も推進される。しかし、利用者の自己決定の意識は

　不十分な状況である。

○病院の中での自己決定は？

・医療機関の中では、医師を頂点としたヒエラルキー構造がある。

・医師と患者様との関係ではパターナリズム（父性温情主義）が現前としてある。

・最近、病院では患者様を敬称付けで呼んでいるが温かみを感じない。

・利用者主体（導）といわれているが、相変わらず援助者中心の支援が行われ、本人不在のケア会議も多

く、自己決定権を侵害している場合も見られる。

○自己決定における利用者の問題
利用者が自己決定できない

→・病院、施設に入院入所している人などは、自分の考えを持つことに封印してしまい、常にYESマン的人間観家を保ち気遣い、施設パーソナリティー化することで自己防衛している。

・利用者自身が自分で考えて決めることや選択すること、自分の考えをあいてに伝えたり、表現するこ

とに慣れておらず、苦手な人がたくさんいる。

○自己決定における支援者の問題
支援者の個人的価値基準に誘導している。

→・医療機関の中では、医師を頂点としたヒエラルキー構造やパターナリズムが今のあるため、利用者と

の対等・平等な関係が生じにくい。

・専門的な基準・判断（バイスティックの７原則など）よりも、個人的価値による基準・判断で支援し、

誘導していることが多い。

○対人援助関係における原則

バイスティックの７原則

①個別化の原則～個人として対応してほしい

②意図的な感情放出の原則～感情を自由に表現したい

③統制された情緒関与の原則～共感してほしい

④需要の原則～価値ある人間として受け止めてほしい

⑤否審判的態度～一方的に非難をされたくない

⑥自己決定の原則～自分の人生は自分で決めたい

⑦秘密保持の原則～他人に自分の秘密を知られたくない

○自己決定を支えるとは・・・

自己決定を支えるとはすなわち、支援する側の価値判断といった尺度でもって考えるのではなく、高齢者

や障害者の人たちがこんな生活をしたいという気持ちを自由に表現でき、かつ自己表現できるような配慮

と視点をもって可能となるようサポートすることである。また、利用者自身が自己決定に自信が持てるよ

うに肯定的に支援すること。そして、最終的な決定は利用者本人であることを支持することである。

～考察～

　現在、私たち「地域生活支援センター」が行っている支援内容と「地域福祉権利擁護事業」で行ってい

るサービスは共通していることが多々ある。どちらも「利用者の自己決定」であるのはもちろんだが、私

たちの視野が狭いと、利用者の本当の想いを見失うことになってしまう。たとえば、金銭管理に関して、

本当に「自己決定」というのなら、金銭管理を「してもらっている」となるものだが、「本人の借金を増や

さないようにしなくては！」という援助者の強い思いが、利用者本人に、金銭管理を「されている」とい

う束縛感を持たせてしまう。結局、「金銭管理をされている」という利用者の想いがあることで、援助者と

利用者との関係性が対等な立場ではなくなってしまうという。私たちは、相手が本当に望むものを、敏感

に感じ取らなければならない。そのため、ひとつのサービス・援助に固執するのではなく、利用者の生活

全般を見渡せる広い視野を持たなければならないと考える。

講演：「相談援助者の自己覚知について」

講師：出村和子（弘前学院大学　社会福祉学部　教授）

地域福祉権利擁護事業における援助において、実際のサービスを提供する生活支援員が相談活動を行うに

関し、必要とされる援助者としての資質を磨くために自分を知り、他者を知るための自己覚知訓練や、感

受性訓練を行う。

○相談援助活動の必要性

相談援助活動にはさまざまな形がある。医療・法律・保健・福祉などの専門家・否専門家・ボランティア

などによる相談活動やサポート活動である。

○何が動機で援助を志すのか？

援助行動のモチベーションと基本的姿勢

～「意思的」選択か、「偶然的」選択か～

①世直しタイプ

②マザーテレサタイプ

③恩返しタイプ

④経験利用タイプ

⑤補償タイプ

⑥プラス思考タイプ

⑦ネガティブタイプ

○なぜ、気づきが必要か

気づき＝自己覚知=自己理解

援助者の感じ方、信念、価値観、人間観が援助活動に大きな影響を与える。

○自分を知る

自分を理解する方法

心の４つの窓（ジョーハリー）

　　　　　　　　　自分が知っている　　　　　　自分が知らない

	開かれた領域①


	気づいていない領域②



	隠れた領域③


	誰も知らない領域④




他人が知っている

他人が知らない

※自己覚知＝①を広めること。

　　　　　　→どんな価値観を持った利用者でも理解することができる。

○交流分析を用いて自分を知る

エリックバーンの唱えるTransactional　Analysis（交流分析）

交流分析と呼ばれるミニ精神分析療法

自分の中に３つの自分がいる。

→P（Parent：親の心）・・・規範的親、養育的親

　A（Adult：大人の心）

　C（Child：子供の心）・・・自由と従順の心

○エゴグラムの構造

養育の親　　　　　　　　　　　　　　　規範の親


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大人

　　　　自由の子供　　　　　　　　　　　　　　　　順応の子供


～考察～

相談援助者に求められる「自己覚知＝自己理解」。自分という「人間」を理解することこそ、対人間となる相談援助の職種に求められるものだと考える。自分のことを棚にあげた指導・援助体制であれば、当然相手も「なんで、こんな人から自分のことを指導されなくちゃならないんだ。」等、気分を害するだろう。自己理解したうえで、相手のことをいかに理解し、受容していくか。エゴグラムの構造にあるとおり、それぞれのパターンに合わせた対応の仕方をすることで、相手の立場に立ち、相手を理解することにつながる。

自分の現在の「心」と、相手の「心」がどの状態にあるかということを見極め、平行的交流になるよう心掛けることが大切である。互いの「心」が異なる状態(立場)にあるときは交差的交流となり、その場合には対立が起きやすくなる。「自分の知っている領域」を広げることで、相手を受容することにつながる。今後、利用者への対応をする際に生かすよう、自分の知っている領域を広げるよう努力したいと考える。
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運営適正化委員会（県社協に設置）


・支援計画の評価等に基づき、定期的に事業全般の指導、助言を行う


・利用者からの苦情に対応、解決する。





契約締結審査会（県社協に設置）


・審査会では、契約締結能力があるか審査し、助言をする。


・審査の上、本事業になじまない場合は他方策を検討する。





専門員と生活支援員が係る。





その為・・・








